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（７）国土交通省 

日本における公共交通及びＬＲＴ施策日本における公共交通及びＬＲＴ施策
の概要についての概要について

国土交通省　総合政策局　交通計画課

企画調整官　海谷　厚志

2

SummarySummary

１．公共交通政策の現状

２．公共交通政策の今日的意義と課題

３．ＬＲＴ政策の概要

１．公共交通政策の現状１．公共交通政策の現状
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公共交通政策の基本スタンス公共交通政策の基本スタンス

２０００年から２００２年にかけて、需給調整規
制を廃止、規制緩和を実施

市場原理に基づく民間事業者の経済活動に
より、交通サービスの維持・改善、利用者利
便の向上が図られることを基本とし、

国は、それを補完する措置として、各種支援
を行っている
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地方鉄道に対する施策地方鉄道に対する施策

地方鉄道の再生　
　 　地方鉄道の再生に向け、鉄道事業者と地域関係者による利便性向上に向けた再生計画に基
づく事業に対し、近代化補助の拡充等により重点的かつ効果的に支援

　　　＜近代化補助の拡充内容＞

　　　　○再生計画に基づく設備整備について優先的に補助採択

　　　　○再生計画期間中に限り黒字転換事業者を補助対象化

　　　　○補助対象設備の追加（Ｐ＆Ｒ駐車場・駐輪場整備、新駅設置、部分的複線化）

　　　　○再生計画の実現に著しい効果が期待できる設備整備について、補助率嵩上げ

　　　　　（車両の更新、行違い設備の新設等１/５→１/３）

LRTプロジェクト
　　まちづくりと連携したＬＲＴシステムの構築に不可欠な施設の整備に要した費用の一部を補助

　　＜支援内容＞

　　○補助対象施設：低床式車両（ＬＲＶ）、停留施設、レール（制振軌道）、変電所の増強、

　　　　　　　　　　　　　 車庫の増備、ＩＣカードシステム

　　○補助率：１/４

２．公共交通の今日的意義と課題２．公共交通の今日的意義と課題
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公共交通の今日的な意義公共交通の今日的な意義

①環境問題に対する解決策

②少子高齢化社会への有効な対応策

③地域振興のためのツール
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公共交通を取り巻く新しい課題公共交通を取り巻く新しい課題

１．で述べたように、公共交通サービスは民間の交通事業者
により提供され、国はその補完的役割であることが基本

しかしながら近年、公共交通を取り巻く新しい課題が表出

①事業者間、モード間の接続部分において、市場原理のみに
委ねていてはなかなか改善が図られないケース

②利用者の減少により経営難に陥る交通事業者が現れる中、
地域住民が主体的に公共交通サービスの維持・改善に取組
むケース
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新しい課題への対応新しい課題への対応

●これら新たな課題

①シームレスな公共交通の実現

②地域住民等の多様な参加の促進

　に適切に対応するため、現在国土交通省内
で有識者を交え、検討を行っているところ

　（本年春にとりまとめ予定）
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ホテル

鉄道駅

シームレスな公共交通の実現のための取り組み事例

　　バス乗降場

バスーバスの乗り継ぎ
（対面型乗り継ぎ）

駅構内の乗継案内 同一ホームでの乗り継ぎ

バス
ﾀｰﾐﾅﾙ

乗継時間の調整による待ち時間短縮
（ランプの点灯により、バス乗務員に電車の到着
を知らせ、電車の到着・出発を見ながら発車）

ＩＣカードの導入・共通化
による乗継利便の向上

市役所

市役所・ホテルにおける
運行情報・乗継情報提供

タ
ク
シ
ー
乗
降
場

乗継割引の導入

駅前の混雑緩和のための交通
結節点への乗入れに関する
関係者間のルール作り
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ＮＰＯ・地域住民の発意や積極的な参画のもと、
公共交通の維持・改善を進めている主要事例

ＮＰＯ・地域住民の発意や積極的な参画のもと、ＮＰＯ・地域住民の発意や積極的な参画のもと、
公共交通の維持・改善を進めている公共交通の維持・改善を進めている主要主要事例事例

ＲＡＣＤＡ高岡による路面電車
万葉線の再生（富山県高岡市等）

○　廃線の危機にあった路面電車万葉線の再生
計画を市民団体自らが作成
○　存続の受け皿となる三セクの設立に関する１
億円の募金活動や、万葉線の利用促進のための
イベントの企画等も実施
○　その後の万葉線の利用客は増加傾向

ＮＰＯ生活バス四日市によるコミュニ
ティバス「市民バスよっかいち」の運行
（三重県四日市市）

○　既存の路線バス（三重交通）が撤退した地域
におけるコミュニティバスの運行計画を立案
○　地元企業への支援要請なども実施し、地域
住民と地元企業の協力体制を構築した上で、三
重交通と改めて契約し運行開始
○　ＮＰＯによるバス運行のさきがけ的事例とな
るとともに、三重交通の事業の活性化にも寄与
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商店街等との連携により公共交通の利用円滑化を進めている事例

エコモーション神戸によるエコショッピング制度（兵庫県神戸市）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆土日祝日における地下鉄・バス利用者の著しい減少

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆三宮・元町等都心部への自家用車流入による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○慢性的渋滞の発生　○違法駐車の増大　○バス走行環境の悪化　○沿道環境の悪化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆商店街等の空洞化によるまちの活力の低下　等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆土日祝日における地下鉄・バス利用者の著しい減少◆土日祝日における地下鉄・バス利用者の著しい減少

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆三宮・元町等都心部への自家用車流入による　◆三宮・元町等都心部への自家用車流入による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○慢性的渋滞の発生慢性的渋滞の発生　　○違法駐車の増大○違法駐車の増大　　○バス走行環境の悪化○バス走行環境の悪化　　○沿道環境の悪化○沿道環境の悪化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆商店街等の空洞化によるまちの活力の低下　等　◆商店街等の空洞化によるまちの活力の低下　等

神戸市の現状神戸市の現状

「エコモーション神戸」の推進「エコモーション神戸」の推進　　
（（1515年年1010月～月～1717年年99月広域的な公共交通利用転換に関する実証実験月広域的な公共交通利用転換に関する実証実験））

都心部への自家用車の流入抑制により公共交通の利用を促進し、まちの賑わいの創出と地域環境の改善を図る。

検討主体 ：神戸市ＴＤＭ研究会（学識経験者、ＮＰＯ、神戸市、商業者、近畿運輸局等で構成）

◆エコファミリー制度　：　大人１人につき小学生以下２人まで地下鉄・バス無料

◆エコショッピング制度　：　神戸市営地下鉄・北神急行利用者に提携商店の買物券をプレゼント

◆公共交通フォーラム、環境啓発イベント開催　：　交通社会問題及び脱クルマ社会の啓発、公共交通利用促進ＰＲ等

　　　【参加交通事業者】　神戸市交通局（地下鉄・バス）、北神急行電鉄、神戸交通振興バス

◆エコファミリー制度　：　大人１人につき小学生以下２人まで地下鉄・バス無料

◆エコショッピング制度　：　神戸市営地下鉄・北神急行利用者に提携商店の買物券をプレゼント

◆公共交通フォーラム、環境啓発イベント開催　：　交通社会問題及び脱クルマ社会の啓発、公共交通利用促進ＰＲ等

　　　【参加交通事業者】　神戸市交通局（地下鉄・バス）、北神急行電鉄、神戸交通振興バス

○　沿線の商店街等との提携により、公共交通の利用を促進するとともに、地域経済にも好影響

　⇒利用者は実験前に比べ約2.5％増加

　　・地下鉄三宮駅利用実績（実験期間中の土日祝日）　H14：53,472人／日→H15：54,790人／日

○　所定のチケットに駅窓口でスタンプを押してもらうことにより、提携商店における買物券、買物

割引等の特典が受けられる。エコショッピング制度は16年3月から第１段を実施しており、現在17

年3月から第４段を実施中。
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省エネ法改正の背景

京都議定書
１７年２月１６日発効

我が国は２０１０年目途に９０年比６％削減
エネルギー起源CO2は９０年比±０％に抑制

排
出
量
（単
位
：百
万
t‐
C
O
2）

各部門のＣＯ２排出量の推移
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476百万t 468百万t
（90年度比▲1.7％）

261百万t

（90年度比＋20.4％）

363百万t
(90年度比＋33.0％）

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

目標達成のための追加対策が必要

課題
運輸部門

　○住宅の省エネルギー対策の強化
　○既存ストックの省エネルギー対策の強化

課題

民生部門（うち建築物・住宅）

省エネ法の改正

○運輸事業者と産業界との連携による省エネ取組の強化

＜運輸部門のその他の施策＞
●グリーン物流総合プログラム
(荷主、物流事業者の連携による物流分野でのCO2削減）
●ＥＳＴモデル事業（環境的に持続可能な交通体系の実現を目指す先進的な取組に対するモデル事業）

○産業界との連携による取組の強化

一定規模以上の輸送能力を有する輸送者（自
家物流を含む）に省エネ計画の作成、エネル
ギー消費量等の定期報告等の義務づけ

一定規模以上の貨物輸送を発注する荷主にもモー
ダルシフト、営自転換の促進等の観点から発注に
かかる省エネ計画の作成、エネルギー消費量等
の報告等の義務づけ

企業に自家用自動車対策と
して公共交通機関の利用推
進等の努力義務

＜運輸分野における改正のポイント＞

全国レベル、各地域レベルそれぞ
れに設置し、企業、交通事業者、
行政、利用者のパートナーシップ
による取組みを推進する。

公共交通利用推進等マネジメント協議会について

運輸分野全体からのＣＯ２排出量は、低燃費車・低公害
車の開発・普及等の効果もあり、全体としては抑制傾向を
示しているものの、自家用車については、１０年間で約４
割から約５割へと１０ポイント急増しており対策が急務。
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人流分野におけるＣＯ２排出削減に向けた取組みの新たな展開

運輸分野におけるＣＯ２排出量の推移

省エネ法改正
（企業による公共交通利用推進の努力義務）

企業サイドとの連携等新しいアプローチによる公共交通利用推進等の先進的な取組みの出現

低公害車等によるカーシェアリングの推進

SHIFTSHIFT

通勤交通マネジメント

京都議定書の発効
京都議定書目標達成計画の策定

このような新たな取組みと、公共交通機関の利便性向上等との連携による幅広い展開が求められる。

（全国）行動指針の策定、啓発活動の
実施、具体的活動・支援のあり方、Ｃ
ＳＲ評価との連携等の検討
（各地域）行動指針の策定、具体的活
動の実施

公共交通利用推進等
マネジメント協議会

○　特に、自家用自動車交
通に起因するＣＯ２排出量
のうち、通勤や業務用、買
物によるマイカー使用が全
体の相当数を占めている。

３．ＬＲＴ施策の概要３．ＬＲＴ施策の概要
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路面電車事業者数の推移路面電車事業者数の推移

欧米では、近年７０以上の都市で路面電車の復活・
導入が行われているところ

日本では、ここ２０年で路面電車事業者数の変化は
ほとんどない

　　（１９８４年　２０事業者　→　２００４年　１９事業者）
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日本でＬＲＴ整備が進まない要因日本でＬＲＴ整備が進まない要因

①関係主体間の合意形成

②コスト負担大（初期投資＋維持管理）

③導入空間の制約

⇒国土交通省では平成１７年度より「ＬＲＴプロ
ジェクト」により総合的な支援を実施
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○ＬＲＴ整備により期待される効果

　・移動のバリアフリー化
　・交通環境負荷の軽減
　・交通転換による交通円滑化
　・公共交通ネットワークの充実　
　・中心市街地の活性化

　　→欧米ではこれまで70以上の都市で復活・導入進む　　

36

94

188

ＬＲＴ

乗合バス

マイカー

輸送人キロあたりのＣO2排出量（ｇ）

　Ｌ　Ｒ　Ｔ　プ　ロ　ジ　ェ　ク　ト
～まちづくりと連携したＬＲＴの導入促進による環境にやさしく利用者本位の都市交通体系の構築～

ＬＲＴ富山港線のイメージ図

●日本で整備が進まない要因

・関係主体間の合意形成

　・コスト負担大（初期投資＋維持管理）

　・導入空間の制約　　など

ＬＲＴプロジェクトＬＲＴプロジェクト
都市・地域整備局、道路局、鉄道局の連携のもと
ＬＲＴの整備に対して総合的に支援

計画について一体的・総合的に支援

合意形成と計画策定

LRTプロジェクト推進協議会の設置
事業者 自治体 有識者・ＮＰＯ

国（運輸局、整備局）、公安委員会

①ハード整備に対する支援
○ＬＲＴ総合整備事業の創設　【新規】
　次の各支援メニューの同時採択による一体支援

・低床式車両その他ＬＲＴシステム構築に不可欠な施設の整備
　鉄軌道事業者に対する補助制度の創設　 【新規】 （鉄道局）
・路面、路盤、停留場の整備、及び補助　（道路局、都市・地域整備局）
・停留場の施設及びシェルター、架線柱の整備に対する補助（都市・地
域整備局）
・道路管理者による走行空間の整備　　　等

＜総合的支援のメニュー＞

◇人と環境にやさしい都市基盤施設と都市交通体系の構築

◇利用しやすく高質な公共交通ネットワークの整備

◇生き生きとした魅力ある都市の再生

◇人と環境にやさしい都市基盤施設と都市交通体系の構築

◇利用しやすく高質な公共交通ネットワークの整備

◇生き生きとした魅力ある都市の再生

④　まちづくりとの連携
・ＬＲＴ関連事業の一体実施
（まちづくり交付金等を活用した駅周辺／中心市街地活性化事業等）

⑤　利用促進
・P＆R駐車場・駐輪場の整備、・バス路線のフィーダー化 、
・トランジットモール等の社会実験　等

③　利便性の向上
・ICカード導入、・駅前広場など交通結節点整備
・鉄道線への直通運転、　・片側敷設と歩道等との一体整備　等

②　速達性向上・輸送力増強
・道路と軌道の状況に応じた最高速度制限の検討
・運行管理システムの改善、　・車両長制限見直し　　　等
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ＬＲＴ検討状況ＬＲＴ検討状況

鹿児島市が構想中鹿児島枚方・ＬＲＴ研究会枚方まちだ路面電車の会町田

うまんちゅ鉄道応援団那覇境のﾁﾝﾁﾝ電車をあいする会境市民が構想中相模原

環境首都みやざき宮崎ＬＲＴ・箕面箕面交通ビジネス研究会川崎

熊本市交通会議熊本ＮＰＯ政策研究所奈良東京都が構想中秋留台

長崎路面電車の会長崎右京の交通問題を考える会京都右京東京都が構想中八王子

財界を中心に検討福岡今出川通りに路面電車を走らせる
実行委員会

京都今出
川

東京都が構想中多摩東部

軌道部分廃止北九州京のアジェンダ２１フォーラム京都東京都、区民が構想中江東東部

マドンナ電車からまちづくりを考える会松山いっさか線学会大津東京都が構想中銀座丸の内

土佐電鉄の電車とまちを愛する会高知北西軽便鉄道をよみがえらせる会桑名まっちワークグループ早稲田荒川線

「ぐるっと高松」公共交通を育てる会高松ＲＯＢＡの会福井世田谷サポーターズクラブ世田谷

環境イニシアティブ松江松江明日の金沢の交通を考える市民会議金沢さいたまＬＲＴ研究会さいたま

路面電車を考える会広島ＲＡＣＤＡ高岡高岡池袋の路面電車とまちづくりの会豊島区

ＪＲ西日本がＬＲＴ化表明吉備線富山ＬＲＴ会社設立富山雷都レールとちぎ宇都宮

ＲＡＣＤＡ岡山岡山商工会議所、市民が構想中新潟市民が構想中軽井沢

洲本高校生が知事に提言淡路島岐阜未来研究団岐阜前橋ＬＲＴまちづくり研究団前橋

神戸市が調査神戸とよはし市電を愛する会豊橋仙台高速市電研究会仙台

兵庫県、尼崎市が調査尼崎浜松都市環境フォーラム浜松函館のﾁﾝﾁﾝ電車をはしらせよう会函館

関西土木学会などが構想大阪市民センター交通問題研究会静岡ＬＲＴさっぽろ札幌

大阪にＬＲＴを走らせる会大阪南部横浜にＬＲＴを走らせる会横浜小樽まちづくり協議会小樽

主要団体都市名主要団体都市名主要団体都市名

（平成１７年２月９日：ＲＡＣＤＡ調べ）※緑字は現在路面鉄道事業者が存在する自治体

終終

 
 


